
PRI  
Open Campus
～財務総研の研究・交流活動紹介～

財務総合政策研究所では、財務省内外から様々な知
見を有する実務家や研究者等を講師に招き、業務を遂
行する上で参考になる幅広い知識や情報を得る場とし
て「ランチミーティング」を開催しています。今月の
PRI Open Campus では、2026年1月14日（水）に
明治大学公共政策大学院ガバナンス研究科教授の田中
秀明様にご講演いただいた内容を、「ファイナンス」
の読者の方々にご紹介します。

「 人口半減ショック地域の新戦略 
～賢く縮み乗り越える～」
田中  秀明　明治大学公共政策大学院ガバナン
ス研究科教授　財務総合政策研究所上席客員研
究員

1983年東京工業大学工学部卒、1985
年同大学院修了。 1991年ロンドン・
スクール・オブ・エコノミクス修士（社
会保障政策）、2010年政策研究大学院
大学博士（政策研究）。1985年、大蔵
省（現財務省）に入省し、予算・財政
投融資・自由貿易交渉・中央省庁等改
革などに携わる一方、国税庁、内閣官
房、内閣府、外務省（在マレーシア日
本大使館）、厚生省（現厚生労働省）な
どで勤務。また、2003～05年オーストラリア国立大学、2007～
10年一橋大学経済研究所で教育・研究を行う。 国際協力機構
（JICA）、経済協力開発機構（OECD）、国際通貨基金（IMF）など
のプロジェクトなどにも参画。 近著に『人口半減ショック地域の新
戦略』（編著）2025年、『高等教育改革の政治経済学』2024年、
『「新しい国民皆保険」構想』2023年、『官僚たちの冬』2019年等

本日お話しする内容について、概略を紹介します。
はじめに、現在の人口減少の推計について述べます。
現在の各都道府県の人口推計は非常に楽観的であるこ
とを申し上げます。次に、地方創生が当初の目的を達
成できなかったこと、成功しなかったことについて述
べた上で、なぜ成功しなかったのかについて議論しま

す。さらに、地方が国へ財政的に依存している問題に
ついて考えます。地方の過疎化が進むなか国への財源
の依存は今後も進んでいくでしょう。いずれにせよ、
人口動態を変えることは難しいので、どうやって人口
減少に対応するかが課題です。最後に賢く縮むための
基本戦略について述べ、実際に実行している自治体を
紹介します。

１．急速な人口減少
（１）人口減少の地域差

ご存じの通り、日本は急速に人口が減少していま
す。出生率を中位（1.36）と仮定すると、2070年に
は現在と比べて総人口は4000万人減少します（図表
1）。現在の出生率に近い、すなわち低位（1.13）を
前提とすると、4600万人減ると推計されます。

特に深刻な問題は出生率が低位の場合、現役世代
（15～64歳）が3400万人減少することです。少子化
対策は必要ですが、人口減少の流れを変えることは難
しいと認識しています。

日本全体については上述の通りですが、当然地域に
よって差があります。全ての都道府県で人口は自然減
となっていますが、東京都など若干の自治体は、社会
増により人口は増えています。しかし、東京都も
2040年ぐらいには純減に転じると予想されています。

特に人口減少が激しいのが秋田県です。2050年に
は秋田市以外の市町村の人口は6割減ると推計されて
います。これは出生率中位を前提とした推計であるた
め、実際にはもっと人口減少が進むと考えられます。
2050年には首都圏、関西圏などの大都市圏と県庁所
在地を除く地域では、人口はほぼ半減すると予想され
ています。

明治大学公共政策大学院ガバナンス研究科教授
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（２）人口1万人未満の市町村の増加
問題は総人口が減るだけではありません。人口1万

人未満の市町村の数は現在の全体の3分の1から
2050年には半分を占めると予想されています（図表
2）。一般には人口が30万人程度ないと行政サービス
を効率的に提供できないと言われています。人口1万
人未満の市町村では、効率的に公共サービスを提供す
ることは極めて困難です。今でも困難な職員の確保は
さらに困難になるでしょう。

周知のように、出生率が最も低いのが東京都です。
2023年には0.99となり、1を初めて切りました。東
京都に人が集まると更に人口が減るといった論調があ

るので、補足させてください。
10年前に「人口戦略会議」が、今後の人口減少に

ついて警鐘を鳴らし、「消滅自治体」という言葉を
使って人口減少を訴えました。さらに、2024年1月
に、人口戦略会議は新しい人口推計に基づいて第2弾
の提言を発表しました。その際、新聞等の報道で、東
京都は「ブラックホール自治体」であると紹介されま
した。東京都は、ブラックホールのように全国から若
い人たちを集めており、若い人が集まるほど子供の数
が減り、ますます人口減少が加速化するとも言われま
したが、この点について非常にミスリーディングであ
ると考えています。

図表3は、都道府県別の出生率と出生数を比べてい
ます。東京都の出生率は全都道府県で最低ですが、人
口当たりの出生数は愛知県と並び高くなっています。

東京都の出生率が低い理由は、出生率の算定式に起
因しています。出生率の算定式は、生まれた子供の数
／女性の数で表され、子供の数が多くても、それ以上
に女性の数が多いと、出生率は低くなります。また、
地方において若い女性が出ていくと赤ちゃんの数が同
じでも出生率は増えることになります。都道府県別の
出生率を議論することには注意が必要です。

図表2　人口1万人未満の自治体数
2020年 割合％ 2050年 割合％ 増加数 増加率％

北海道 124 69.3 145 81.0 21 16.9
東北 80 37.4 125 58.4 45 56.3
関東 40 12.7 71 22.5 31 77.5
北関東 13 12.5 29 27.9 16 123.1
南関東 27 12.7 42 19.8 15 55.6
中部 84 26.6 108 34.2 24 28.6
近畿 48 21.1 77 33.9 29 60.4
中国 25 23.4 46 43.0 21 84.0
四国 35 36.8 50 52.6 15 42.9
九州・沖縄 85 31.0 115 42.0 30 35.3
総計 521 30.2 737 42.7 216 41.5
（出所）�国立社会保障・人口問題研究所(2023)「日本の地域別将来推計人口(2023

年推計)」に基づき作成
（注）割合は当該地域の自治体総数に対する割合

図表1　急速な人口減少
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図図表表１１ 人人口口のの将将来来推推計計

0～19歳 20～64歳 65～74歳 75歳～ 65-74歳割合 75歳以上割合

2070年：総人口は4,000万人減少（出生低位では4,600万人減少）
現役世代（15-64歳）は3,000万人減少（出生低位では3,400万人減少）

（出所）国立社会保障・人口問題研究所（2023）「日本の将来推計人口」（中位出生・中位死亡）に基づき作成
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２．地方創生の失敗
（１）東京都の一極集中の是正

地方創生は安倍政権で導入されました。従来の取り
組みと異なる点がKPIの導入です。キー・パフォーマ
ンス・インディケーター、すなわち重要成果指標で
す。政策の達成状況を測るものであり、取り組みとし
ては評価できます。当初の地方創生総合戦略では約
100個のKPIがありました。

この総合戦略の最大の目的は、東京一極集中を是正
することですが、その目標達成を測るKPIが図表4です。
地方から東京圏への転入を6万人減らす、そして東京
都から地方への転出を4万人増やすなどがあります。

しかし、途中の検証ではいずれもこの目標は達成で
きませんでした。コロナ禍の2020年、2021年は若
干東京都への流入が減りましたが、足元では徐々に増

えています。2025年の東京への転入超過数は、前年
の7.9万人から減りましたが、6.5万人でした。

また、図表にはありませんがサービス産業の労働生
産性の伸び率や放送コンテンツ関連海外売上高、男性
の育休取得率など、東京都一極集中の是正と関係の薄
いKPIも多いです。地方創生に関して各都道府県は出
生率を上げようと努力していますが、日本全体の出生
率は下がっています。政府は、地方創生のKPIについ
て全体の8割弱が成功していると説明していますがそ
の真偽について評価したのが図表5です。東京一極集
中是正と関連があるかないかという点で評価します
と、関連性がないものは半分以上となります。

各都道府県も国にならって総合戦略を作成していま
す。その際に重要となるのが出生率の前提です。図表
6は、東北6県による地方創生計画の人口ビジョンを
基に作成しました。青森県などの計画によると「我が

図表3　都道府県別の合計特殊出生率と人口千人当たり出生数（2021年）
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図図表表３３ 都都道道府府県県別別のの合合計計特特殊殊出出生生率率とと人人口口千千人人当当たたりり出出生生数数（（22002211年年））

合計特殊出生率 出生数

（出所）厚生労働省「人口動態調査」に基づき作成

図表4　「地方への新しいひとの流れをつくる」関係のKPI
成果指標 2000年目標 総合戦略2014 総合戦略2015 総合戦略2016 現在値

地方・東京圏の転出入均衡

地方→東京圏転入6万人減 ー 1,732人増加
（2014年）

20,407人増加
（2015年）

10,946人増加
（2016年）

東京圏→地方転出4万人増 ー 11,152人減少
（2014年）

2,426人減少
（2015年）

10,398人減少
（2016年）

東京圏から地方への転出入均衡 ー 109,408人転入超過
（2014年）

119,357人転入超過
（2015年）

117,99人転入超過
（2016年）

（出所）まち・ひと・しごと創生総合戦略のKPI検証チーム「まち・ひと・しごと創生総合戦略のKPI検証に関する報告書」
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県では全国と比べると出生率は決して低くなく、平均
以上であるため今後は出生率が上昇する可能性があ
る」などと記載されています。しかし、それは若い女
性が県外に行くなどの社会移動によって出生率が上昇
している側面が大きいと考えられます。日本全体で出
生率を考える、あるいは他の国と比較することにおい
ては意味があっても、都道府県別に出生率を比較する
ことは非常に注意が必要です。都道府県が子供の数を
増やすための努力をしても日本全体では女性の数が減
少しているため、ある県で出生率が増えても他の県で
減るだけであり、各県で子育てを競争させるような政
策は必ずしも妥当ではないと考えます。

また、東北6県の人口推計は、国立社会保障・人口
問題研究所（以下、社人研）の中位推計と比べて楽観
的であり、社人研の推計と比べて人口が3割も多くな
ると見込んでいます。社人研の出生率の前提は中位推
計のため1.36ほどですが、東北6県の出生率は2.07
としています。2.07という数字は人口置換水準であ
り人口は今後減らないということを意味します。出生
率の前提を2とするような都道府県は少ないものの、
多くの県では1.8ほどです。このようなバラ色の前提
で計画を作って意味があるのでしょうか。今後様々な
努力によって出生率が上がるとしても1.8まで上昇す

るという仮定はあまりに非現実的です。
なぜ上記のような推計となるのか、問題は各都道府

県の推計方法にあります。各都道府県が若い人たちに
「子供を何人ぐらい持ちたいですか」とアンケートを
行います。その回答結果が平均1.8人だった場合、そ
の数字を希望水準と捉え、その達成のために計画を作
成しています。希望を尊重するとしても、推計は慎重
にすべきです。これは現実からの逃避です。

（２）地方創生の失敗の要因
なぜ、地方創生が重要な目標を達成できなかったの

でしょうか。その要因を整理しました。
第1に、原因の分析に基づく対策がありませんでし

た。東京一極集中是正が妥当な目標なのかについては
議論がありますが、仮にそれを目標とするのであれば、
最初に、なぜ一極集中が続いているのか原因の分析が
必要です。これは単純ではありませんが、女性に関連
したアンコンシャスバイアスが非常に根強く残ってい
る点が指摘されています。2019年の中間検証におい
て、ようやく地方には若い人たちの働く場所が少ない
ことと女性に関連したアンコンシャスバイアスが非常
に根強く残っている点が指摘されました。女性の場合、
大学に行くために地元を離れても、卒業したら早く

図表5　地方創生のKPIの評価
総合戦略（2014） 中間検証（2019） 第2期総合戦略（2020）
件数 割合％ 件数 割合％ 件数 割合％

関連性 106 100.0 131 100.0 22 100.0
ある 19 17.9 13 9.9 4 18.2
低い 19 17.9 23 17.6 1 4.5
ない 68 64.2 95 72.5 17 77.3

達成度 78 100.0 131 100.0 ー ー
達成 4 5.1 9 6.9 ー ー
進捗 23 29.5 31 23.7 ー ー
未達・進捗低い 38 48.7 55 42.0 ー ー
未計測 13 16.7 36 27.5 ー ー

（出所）総合戦略（2019）：総合戦略（2014年12月27日）の附属文書アクションプラン、中間検証（2019）：第1期「まち・
ひと・しごと創生総合戦略」に関する検証会中間整理（2019年5月31日）、第2期総合戦略（2020）：第2期「まち・ひと・し
ごと創生総合戦略」（2020改訂版）（2020年12月31日）の資料に基づき作成
（注）総合戦略（2014）の達成度は中間検証（2019）に基づく評価（導入後使われなくなったKPIがある）

図表6　東北4県の人口推計
2040年 2060年

人口ビジョン 社人研 相　違 人口ビジョン 社人研 相　違
青森県 96.2 90.9 5.8 79.6 61.5 29.4
岩手県 103.7 95.8 8.2 89.0 69.0 29.0
宮城県 201.0 193.3 4.0 172.1 143.5 19.9
秋田県 71.2 67.3 5.8 54.0 41.6 29.8
山形県 99.0 83.0 19.3 79.0 59.0 33.9
福島県 153.0 143.0 7.0 128.0 100.0 28.0

（出所）各県の人口ビジョン（2020年等における改訂版）に基づき作成
（注）社人研とは国立社会保障・人口問題研究所、相違は人口ビジョンの数値が社人研の数値より何％多いかを示す。社人研の
2060年の数値は、2050年までの社人研の推計に基づき各県が推計しているもの（ただし、福島県は社人研の推計値を使ってお
らず県独自の基本推計）

 ファイナンス　2026 Aug.	 61

連
載

P
R

I O
pen 

C
am

pus

15_P58-65_PRI Open Campus_02.indd   6115_P58-65_PRI Open Campus_02.indd   61 2026/08/07   12:56:032026/08/07   12:56:03



戻って来るようにと言われ、地元で子供を産み育てる、
あるいは親の面倒を見てほしい、そのような隠れた圧
力が女性にかかっていることが指摘されています。

第2に、出生率の推計が非現実的である点です。上
述の通り、出生率の前提が2というのは余りにも非現実
的です。人口減少を食い止めるという国の政策に沿うよ
うに、地方が求められていたのではないでしょうか。

第3に、原因をつきとめて、それを是正するように
資源を集中的に投下しないと、問題は解決できません
が、「選択と集中」はできませんでした。地方創生交
付金は地方創生を自治体に任せるものでした。それ自
体は決して悪いことではありませんが、資金使途が自
由であることから、費用対効果を踏まえた施策の選択
は十分できませんでした。最近は、PDCA（Plan-Do-
Check-Action）が提唱されています。地方創生も
KPIを導入したものの、実際にはPDCAは回りません
でした。各種施策を実施し、その結果を検証して、軌
道修正することはありませんでした。

３．国への財政的な依存
（１）地方交付税の2つの機能

地方創生が成功しなかった背景には、国と地方の財
政関係があります。特に地方交付税です。

地方交付税の役割は2つあります。財政需要に対し
て財源を保障すること（財源保障機能）と、地方公共
団体の財政力を均等化すること（財政調整機能）です
が、現在では、前者は過剰ではないでしょうか。戦後
の日本は貧しく、各地域において病院や学校、道路な
どが不足していたため、国土の均衡ある発展が必要で
した。そうした状況では、財源保障機能が重要でし
た。しかし、そのような時代は終わりましたが、地方
交付税は、相変わらず供給拡大のインセンティブを有
しています。過去においては全国に供給を増やす機能
を果たした仕組みですが、現在では非常に複雑になっ
ており、むしろモラルハザードを起こしていると考え
ます。

毎年の予算編成で地方財政計画を作成しますが、図
表7は2003年度の例となります。当時は臨時財政対
策債という公債を8.4兆円発行しました。

これほどまでに借金が膨らんだ理由は、法律上、国

は地方の財源を保障する義務があるからです。例え
ば、景気が悪くなると税収が減り、地方交付税も減り
ますが、それでは当初予定していた行政サービスを提
供できなくなるので、その不足分を国が保障をしま
す。言い換えると、地方がこれだけ歳出が必要だとい
うことを訴えれば、国は財源保障しなければなりませ
ん。問題は、地方によって異なる行政サービスの需要
をどこまで正確に把握できるかです。より高い水準を
求めるインセンティブが内在しています。
図表7　地方交付税の問題：マクロ

0

図表７ 地方交付税の問題：マクロ

地方
交付税

税収
歳出

増加
財源保障 

※地方税収が当初計画より増収に
 なっても調整しない（借金を減らさ

 ず、追加支出も）

[2003年度の例]

合計 17.4 兆円
公債        8.4
借入   1.8
繰入    6.1

地方財政計画 

（出所）「地方財政計画（2003年度）」に基づき作成（出所）「地方財政計画（2003年度）」に基づき作成

ミクロで見ても問題があります。例えば、地方自治
体がダムなどのインフラを建設しようとした場合、費
用が100億円かかるとします。具体的には施設によっ
て異なりますが、大まかに言うと、半分は補助金で賄
うことができ、さらには4割を地方債の発行、つまり
借り入れで賄うことができます。しかもその元利払い
は地方交付税で補填してもらうことができるため、各
自治体が自分で負担するお金は1割程度しかありませ
ん。端的に言うと、9割引きで施設をつくることがで
きます。政治的にも、公共事業は重要です。地元企業
が潤うからです。このような仕組みが、人口減少でも
様々なインフラを作ろうというインセンティブを自治
体に与えています。昔はインフラが足りなかったの
で、このような仕組みが機能しましたが、現在では違
うでしょう。

（２）地方交付税の過剰な配分
都道府県別の一般財源（地方税や地方交付税等）を

比較します。図表8は、人口1人当たりの一般財源で
す。東京都は非常に税収が高いのは事実ですが、不交
付団体なので、1人当たりの一般財源は約25万円であ
り、全国平均（約27万円）とほぼ同じです。交付税

	 62 ファイナンス　2026 Aug.

連
載

P
R

I O
pen 

C
am

pus

15_P58-65_PRI Open Campus_02.indd   6215_P58-65_PRI Open Campus_02.indd   62 2026/08/07   12:56:032026/08/07   12:56:03



PRI Open Campus ～財務総研の研究・交流活動紹介～　58

配分後では、東京都より鳥取県や島根県、高知県など
はより豊かになります。これはまさに過剰な配分では
ないでしょうか。地方税は東京都を除けば、道府県に
よる相違は小さいですが、大きな差となっているのが
地方交付税です。こうした配分の理由は、鳥取県や島
根県などは人口が少ないものの、面積が広いため学校
や病院など公共サービスを提供するためのコストがか
かるからとされています。典型的には離島です。地方
交付税は原則として人口当たりで配分しますが、離島
は行政サービスのコストがかかるため様々な補正をし
て配分しています。とはいえ、鳥取県や島根県の人口
1人当たりの一般財源は愛知県の2倍ほどになり、地
方交付税で比較すると3倍以上となります。コストが
かかるとはいえ、そこまでの差があるとは考えられま
せん。こうした仕組みでは、地方は自立するより、国
に頼ろうとします。自ら努力して税収を増やすと、地
方交付税は減額されるので、努力は意味がないのです。

（３）各国のGDPの地域格差
多くの国で地域によって税収に相違があるため、財

政調整を行う制度があります。政府支出合計に対する
財政調整の規模は、日本やオーストラリア、ドイツは
非常に高いですが（政府支出合計に対する財政調整の
割合は8～9％）、オランダ・スイス・カナダ・イタリ
アなど少ない国（同1～2％）もあります。ドイツは

財政調整がありますが、日本のように需要と収入の差
額を補填するような仕組みではなく、基本は1人当た
りの税収を州の間で均等化するように配分する仕組み
となっており、私はそのほうが合理的な仕組みだと
思っています。税収の地域間格差は是正するべきです
が、需要面、すなわち行政サービスの水準は、地方が
自らの状況に応じて決めるべきだからです。まさに地
方分権です。

一般的に、日本は地方と東京都の間で1人当たり
GDPもしくは所得の差が大きいと言われています。
しかし、国際比較で1人当たりGDPの高いところと
低いところの比率をとってみると、日本は格差が非常
に小さくなっています（図表9）。トルコやポーラン
ドなど発展途上にある国は別としても、イギリスやド
イツと比べ、日本は地域格差が大きい国ではありませ
ん。それにもかかわらず、地方交付税で地方へ大きな
配分を行っています。

４．賢く縮むための基本戦略
（１）国・都道府県・市町村の役割

地方分権の問題について考えます。この問題は国と
都道府県、市町村の三者の関係が非常に曖昧であるた
めに生じています。国は90年代以降、主に市町村に
分権化する政策をとってきましたが、人口減少問題に

図表8　人口1人当りの一般財源の額（2022年度）
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図表８ 人口１人当たり一般財源の額（2022年度）

地方税 地方交付税 その他

（出所）総務省（2024）「2024年版地方財政白書」資料編表24に基づき作成
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直面し、もはやそれでは対応できないことは明らかで
す。政令指定都市や中核都市では可能かもしれません
が、今後人口1万人以下の自治体が全体の半分になる
状況ではとても難しいです。さらに、コロナ禍を経て
大規模災害対策やデジタル化については、やはり国の
役割が必要だということで中央集権に向けた改革も行
われております。その結果、国と都道府県と市町村の
3者の関係はますます複雑になっています。人口の急
速な減少を踏まえ、水道事業や医療分野などは都道府
県主体に広域化を進めていますが、まだ道半ばの状況
です。

国と地方の関係が非常に複雑になっているもう一つ
の理由は責任と財源が一致していないことです。例え
ば、ある事業を行おうとした場合、国が責任を負うの
か、都道府県がそれに応じて財源を負担するのか、も
しくは国と都道府県が共同して責任を負うのかなど、
その事業ごとに責任と財源が明確になっていません。
例えば、義務教育を地方が実施する場合、自らの地方
税に加えて、地方交付税や補助金などがないと事業を
実施できません。これまでの改革により地方に裁量が
与えられ、地方交付税はその建前として使い方は自由
となっています。しかし、国からの補助金をもらうた
めには、1教室当たり35人など国が定める基準を守
る必要があります。つまり、補助金がないと事業を円
滑に実施できず、また地方の裁量も狭くなっているの

が現状です。現在は国や都道府県、市町村が一体的に
事業を行う仕組みになっており、それぞれの責任が曖
昧になるという根本的な問題があります。

（２）地方自治体職員の不足
人口減少において最大の問題は、地方の自治体職員

を確保できないことです。現在、国と地方どちらも公
務員の志望者は減少傾向であり、特に地方では土木な
ど技術職の採用ができなくなっています。人手不足に
より民間企業とも競合するため、給料の高い民間企業
に人材が集まりやすくなっています。例えば、デジタ
ル技術を持った職員が3人以下の自治体は全体の半分
であるのが現状であり、これでは行政のデジタル化の
推進は非常に難しいでしょう。

政府も人口減少を受けて、何とかしなければならな
いということで、地方制度調査会において地方行政の
デジタル化や官民連携、地方公共団体の連携のための
施策を議論してきました。しかし、果たしてこれで人
口半減を乗り越えることはできるでしょうか。ようや
く総務省の審議会において、市町村主体の行政サービ
スについての見直しを始めるようですが、抜本的な対
策を提案することができるでしょうか。

（３）公共施設の老朽化
人口減少に加え、公共施設の老朽化がかなり深刻な

図表9　1人当りGDPの地域差の水準
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図図表表９９ １１人人当当りりGGDDPPのの地地域域差差のの水水準準

2010-20年 200-09年
（出所）OECD Regional Outlook 2023のAnnex 2.Bに基づき作成
（注）トップ20％の人口の1人当りGDPの下位20％に対する比率
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問題となっています。特に防災拠点となる公共施設に
ついては45年以上前に作った施設がすでに4割以上
となっています。今後、老朽化が進んだ施設のリノ
ベーションや建て替えが必要となりますが、また同じ
規模の施設をつくるのでしょうか。補助金などの仕組
みは、大きな施設をつくるとたくさんもらえます。こ
のような状況で賢く縮むことができるのでしょうか。

（４）賢く縮むことを実践する自治体
ほとんどの自治体は真剣に縮むための対策を講じて

いるとは思えませんが、例外があります。例えば、岡
山県美咲町は賢く縮むことを実践する自治体の一つで
す。人口1万人足らずの町ですが、まさに縮むことを
実践しています（図表10）。

2018年以降、青野高陽町長がリーダーシップを発
揮し公共施設を集約化するなどの取り組みを行ってい
ます。美咲町は3つの町村が合併したこともあり、1
人当たりの公共施設の運営化面積が全国平均の2倍以
上となっていました。過去20年間は公共施設の年間
平均維持費が6億円でした。調査の結果、今後は維持
更新費が年間10億円以上かかることが分かり、公共
施設適正配置計画を作成しました。その内容は、3つ
の拠点に関係施設を集約化し維持費の削減を図るもの
です。例えば小中学校は義務教育一貫校を作り集約さ
せました。

役場は2階建てのプレハブで建て直しました。議場
もその中に入っていますが、専用ではありません。議
会を行う際に利用する机は可動式になっており、議会
が行われないときは移動し、会議室の多目的利用が可
能となっています。町長の部屋も集約前と比較すると
半分になりました。また、役場の床をビニールタイル
にして、建築費用を抑えています。

（５）賢く縮むための施策
最後に地方自治体が賢く縮むためにはどうすればよ

いのか考えます。
1つ目は危機意識の醸成です。前提として人口動態

は変えられないと認識する必要があります。地方では
公共施設がまだ増加している状況であり、人口半減を
前提とした計画の策定をしていくべきだと考えます。

2つ目は、都道府県と市町村の一体化です。今後は
市町村主義の分権は成り立たないため、都道府県が主
体的に事業を広域化するべきであり、国のブロック機
関とも連携する必要があると考えます。それぞれの役
割分担を明確化すべきですが、時間がかかるため都道
府県と市町村が一体的に人口半減を乗り越えるための
努力が必要です。

3つ目は、地方交付税制度の改革です。税収の格差
を主に調整するべきであり、基本的には1人当たり税
収を地方公共団体間で均等に配分するような仕組みに
改革すべきだと考えます。他方、サービス水準は地方
がその実情に応じて自ら決めることです。

現実には、こうした改革を実施するのは難しいで
しょう。もしそうだとすると、我々は多くの地域が自
然に消滅することを受け入れなければなりません。

財務総合政策研究所
POLICY RESEARCH INSTITUTE, Ministry Of Finance, JAPAN

過去の「PRI Open Campus」については、 
財務総合政策研究所ホームページに掲載しています。
https://www.mof.go.jp/pri/research/special_report/index.html

図表10　岡山県美咲町の「賢く縮む戦略」

1

図表１０ 岡山県美咲町の「賢く縮む戦略」

公公共共施施設設適適正正配配置置計計画画（（賢賢くく収収縮縮すするるままちちづづくくりり、、22002211年年～～））
・幼稚園・保育園、小中学校、住宅、スポーツ施設、山林等の売却

2024年度 施設集約化に伴う解体予算 20.7億円（一般会計予算の1割）
解体施設：39施設63棟 32,300㎡削減
売却施設：10施設20棟 16,000㎡削減

・規模を縮小しつつ３つの拠点に関係施設を集約
旭地域：義務教育学校（小中一貫）、多世代交流拠点（公民館・図書館・診療所等）
中央地域：多世代交流拠点（役場・公民館・図書館・保健センター等）
棚原地域：義務教育学校（小中一貫）と地域交流施設等を一体的に新設

公公共共施施設設のの維維持持管管理理費費用用
・2016年において延床面積は109,099㎡
（東京ドーム2.3個分、1人当り7.19㎡で全国平均3.42㎡の2倍超）
・過去20年間の平均年間維持管理費用：6.1億円
・今後40年間の更新費用：年平均11.3億円

（出所）美咲町資料に基づき作成（出所）美咲町資料に基づき作成
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